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第１章 

令和６年度の取組状況等 

 

 

 

 

 

ー 1 ー



 

第１節 環境回復の推進 
１ 放射性物質による環境汚染からの回復 

   現 状 
東日本大震災と原発事故は本県に甚大な被害を与え、環境にも深刻な影響をもたらしました。し

かし、国・県・市町村等の関係機関、事業者及び県民等、様々な主体の努力により、除染や汚染廃
棄物の処理、中間貯蔵施設への除去土壌等の搬入等が進捗する等、本県の環境回復に向けた取組は
着実に進んでいます。 

 
 

 令和６年度の取組等 
（1）環境放射線モニタリングのきめ細かな実施と分かりやすい情報発信 

○  県内全域でのモニタリングとして、２㎞四方
ごとにメッシュ調査、学校や公園、観光地など
でのサーベイメータによる空間線量率の測定、
学校プールや水浴場、大気浮遊じん等の環境試
料に含まれる放射性物質濃度の測定、自動車に
線量計を搭載して走行することによる道路上の
空間線量率の測定などを実施しました。 
 

 
 
 

主な環境指標 モニタリング地点 
震災直後 計画策定時点 実績値 

平成 23 年度 令和３年度 令和６年度 

環境放射線量 
（各地方振興局
等における空間
線量率） 

県北保健福祉事務所 1.00 0.12 0.11 

郡山合同庁舎 0.88 0.07 0.06 

白河合同庁舎 0.42 0.06 0.05 

会津若松合同庁舎 0.13 0.05 0.05 

南会津合同庁舎 0.08 0.04 0.04 

南相馬合同庁舎 0.42 0.06 0.05 

いわき合同庁舎 0.18 0.06 0.06 

＜コメント等＞ 
 県内の空間線量率は、放射性セシウムの自然減衰や除染の実施により、着実に低下してきており、中でも、会津
と南会津では原発事故前の自然放射線レベルにまで回復してきている。 
 ※ 単位は全てμSv／h  

 
  

〈水浴場の空間線量測定の様子〉 

ー 2 ー



 

 
 

○  県、関係省庁及び事業者などが連携し、「総合モニタリング計画」に基づき、陸域、
海域などのモニタリングを実施し、その結果について随時ホームページで公表しました。 
 

○  国及び県が設置した約 3,500 地点のリアルタイム線量測定システム等で空間線量率を
測定し、その結果について福島県放射能測定マップで公表しました。 

※原子力発電所周辺のモニタリングについては、P.９に記載しています。  
  

（2）除染等の推進 
ア 市町村除染 

市町村の除染実施計画に基づく面的除染は、平成 30（2018）年３月末までに全て完了しま
した。令和７（2025）年３月末現在、市町村が除染を行う汚染状況重点調査地域に指定され
ている市町村数は、41 市町村から 10 市町村に減少しています。 

県は、除去土壌等の適正管理、搬出完了後の仮置場等の原状回復を推進するため、仮置場
等における除去土壌等の保管状況、搬出作業状況、搬出完了後の原状回復状況の現地確認等
を行うとともに、市町村を訪問し指導、助言を行いました。 

また、国に対しては、仮置場等の原状回復を安全かつ確実に実施するために、必要な措置
を講じることを求めました。 
 

主な環境指標 
計画策定時点 実績値 直近の目標値 

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和 12 年度 

仮置場の原状回復の進捗率 
（市町村除染地域） 64.0% 96.8% 98.3% 100% 

＜コメント等＞ 
 県内の市町村除染地域における仮置場（積込場を含む）の原状回復は、令和６（2024）年度末（令和７（2025）
年 3 月末）で 1,041 か所のうち 1,023 か所（98.3％）が終了しており、着実に進んでいる。引き続き、残りの仮
置場の原状回復に向けた取組を支援していく。  

 
イ 国直轄除染 

 国の特別地域内除染実施計画に基づく面的除染は、帰還困難区域を除き、平成 29（2017）
年３月末までに全て完了しました。令和７（2025）年３月末現在、国が除染を行う除染特別
地域に指定されている市町村数は、全 11 市町村から 10 市町村に減少しています。 
 また、帰還困難区域では、６町村（富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村）の
特定復興再生拠点区域における除染の進捗率が 9 割を超え、令和 5（2023）年 11 月末までに
全ての特定復興再生拠点区域の避難指示が解除されました。また、特定帰還居住区域におい
ては、令和７（2025）年３月末現在、４町（双葉町、大熊町、浪江町、富岡町）で除染が進
められており、県は、除染が迅速かつ確実に進むよう、町村と連携し、取組・進捗状況等の確
認を行いました。 

なお、国に対しては、特定帰還居住区域において安心して生活できるよう、面的に十分な
除染を行うとともに、特定復興再生拠点区域及び特定帰還居住区域の両区域外の残された土
地や家屋等の扱いについても、市町村等の意向を十分に汲み取り、速やかに方針を示すこと、 
また、避難指示が解除された区域においても、線量が局所的に高い箇所については、きめ細
かくフォローアップ除染を実施することを求めました。  
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ウ 森林における放射性物質対策 
森林における放射性物質の影響や経時変化を把握するため、県内民有林を対象に 1,316 地

点で空間線量率、うち、80 箇所で立木・土壌等の放射性物質濃度等について調査を行いまし
た。 

また、安全・安心な林産物やきのこ・山菜等の特用林産物を生産するため、事故により放
出された放射性物質の除去・低減等に対応する技術を開発する様々な研究を行っており、終
了した研究テーマについては林業研究センターのホームページで公開しました。 

 
エ ＩＡＥＡとの協力 

 早急な環境回復を実現するため、平成 24（2012）年 12 月に原子力に関する高度な知見
を有するＩＡＥＡとの間で協力覚書を締結し、調査研究に取り組みました。本県の環境回
復や復興に向けた取組は着実に進展しているものの、いまだ途上であることから、令和４
年 12 月に協力の延長に関する実施取り決めを締結し、令和 6 年度から新たに、県内大学
生等に向けた放射線等に関する講義を実施しました。（令和６（2024）年度：4 回） 
 

（3）中間貯蔵施設事業の推進と安全確保 
ア 施設について 

 国は、令和２（2020）年３月までに受入・分別
施設、土壌貯蔵施設、減容化施設及び廃棄物貯蔵施
設の全処理工程で運転を開始し、除染により発生
した除去土壌や廃棄物を処理・保管してきました。
受入・分別施設は、搬入量の減少及び老朽化に伴い、
令和４（2022）年５月から順次解体を行い、令和
6（2024）年２月までに全て解体されました。 

県は、施設の運営が安全・確実に実施されているかを確認するため、国、県、大熊・双
葉両町と締結した安全協定に基づき、現地において状況確認やモニタリングを行いました。 

 
イ 輸送について 

 輸送の実施計画に基づき、令和６（2024）年度は６市町村（南相馬市、富岡町、大熊町、
双葉町、浪江町、飯舘村）から除去土壌等が中間貯蔵施設へ輸送され、その量は、累計で
令和７（2025）年 3 月末時点で約 1,409 万㎥となりました。 

県は、輸送が安全・確実に実施されているかを確認するため、国、県、大熊・双葉両町
と締結した安全協定に基づき、現地において状況確認を行いました。 
 また、国は、特定帰還居住区域等で発生した除去土壌等の搬入を進めるとともに、仮置
場を介さない輸送を実施するなどの事業方針を示した「令和７年度の中間貯蔵施設事業の
方針」を令和７（2025）年 3 月に公表しました。 

 
 

 
  

〈土壌貯蔵施設〉 
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ウ 県外最終処分について 
 国は、除去土壌等の県外最終処分の実現に向けて、最終処分量の低減を図ることが重要
であるとし、減容・再生利用の実証事業に取り組むとともに、対話フォーラム（令和５（2023）
年度まで計 9 回）の開催など、その必要性や安全性等に関する国民の理解を深める取組を
進めています。 
 県では、国に対して、2045 年３月までの県外最終処分の確実な実施に向けて、最終処分
地選定等の具体的な方針・工程を速やかに明示し、県民や国民の目に見える形で取組を加
速させるよう強く求めました。 
 

（4）汚染廃棄物及び災害廃棄物の適正な処理の推進 
ア 汚染廃棄物の処理 

 汚染廃棄物については、適正な処理に向け、国・市町村及び関係機関と連携し、国等が
整備する汚染廃棄物処理施設に関する技術的指導・助言及び協議・調整に取り組みました。 
 特定廃棄物（10 万 Bq/kg を超えるものを除く）については、帰還困難区域で発生した
ものを除き、国の特定廃棄物埋立処分施設（富岡町）において、令和５（2023）年 10 月
末までに 296,375 袋（双葉郡内の生活ごみを含む）が埋め立てられ、処分が終了しました。 

県は、特定廃棄物埋立処分施設の管理が適切に実施されているかを確認するため、国、
県、富岡・楢葉両町と締結した安全協定に基づき、現地において状況確認やモニタリング
を行いました。 

また、特定復興再生拠点区域で発生した特定廃棄物については、令和 5（2023）年６月
から双葉地方広域市町村圏組合が所有する最終処分場「クリーンセンターふたば」（大熊
町）で搬入・埋立が開始され、令和７（2025）年３月末現在、21,701 袋が埋立処分されま
した。 

県は、特定廃棄物の輸送及びクリーンセンターふたばの運営が安全・確実に実施されて
いるかを確認するため、国、県、大熊町及び双葉地方広域市町村圏組合と締結した安全協
定に基づき、現地において状況確認やモニタリングを行いました。 
 

イ 災害廃棄物の処理 
 国が直轄処理を行う地域においては、仮設焼却施設が整備され、特定復興再生拠点区域
の除染及び家屋解体撤去等で発生した廃棄物が処理されるなど、処理促進に向けた取組が
進められており、県は仮設焼却施設運営協議会等において処理状況を確認しました。 
 

除去土壌等の県外最終処分とは 
 

東京電力福島第一原子力発電所事故により放出された放
射性物質による人の健康や生活環境への影響を速やかに低
減するため、多くの地域で除染が行われました。除染によっ
て発生した除去土壌や廃棄物は、国が大熊町・双葉町に設置・
管理している中間貯蔵施設へ輸送されており、搬入開始から
30 年後となる 2045 年３月までに、県外で最終処分を完了す
ることが国の責務として法律（中間貯蔵・環境安全事業株式
会社法）に定められています。 

 
 

中間貯蔵施設 

 コラム 
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課題 
○  除去土壌等の搬出完了後の仮置場における原状回復、除染後のフォローアップ、森林の放

射線量低減のための取組などを着実に実施するほか、市町村が個別に抱える課題を把握して
いく必要があります。 

 
○  中間貯蔵施設には、今後も特定復興再生拠点区域や特定帰還居住区域から発生した除去土

壌等が搬入されることから、国において施設を安全かつ確実に運営する必要があります。 
 

○  除去土壌等の県外最終処分の実現のためには、相当の期間を要する一方、2045 年３月まで、
残された期間はあと 20 年を切っていることから、国は、県外最終処分の確実な実施に向けて
具体的な方針や工程を速やかに明示し、県民や国民の目に見える形で、政府一丸となって取
組を更に加速させる必要があります。 

 
○  クリーンセンターふたばについては、今後も特定復興再生拠点区域等から発生した特定廃

棄物が搬入されることから、国において施設を安全かつ確実に運営する必要があり、また、
特定廃棄物埋立処分施設については、特定廃棄物の埋立終了後も、引き続き国において施設
を適切に管理する必要があります。 

 
○  新たに指定廃棄物が確認された場合の処分が滞らないよう、国において処理方針を速やか

に決定する必要があります。 
 

今後の方向性 
○  市町村除染地域については、引き続き、除去土壌等の搬出完了後の仮置場における原状回

復、森林の放射線量低減のための取組など、国や関係市町村等と連携しながら、必要な取組
を着実に実施していきます。 
 また、市町村訪問や意見交換会等の機会を通じ、それぞれが抱える課題を丁寧に把握しな
がら、きめ細かな対応を行っていきます。 

 
○  国直轄除染地域については、令和 5（2023）年 11 月末までに、6 町村全ての特定復興再生

拠点区域の避難指示が解除されたことから、避難指示解除後も、フォローアップ除染等によ
る線量低減が確実に進むよう、関係町村と連携し、現地調査を実施するなど、県としても必
要な取組を進めていきます。 

 
○  特定帰還居住区域については、帰還する住民の方々が、安心して生活できるよう、面的に

十分な除染を行うとともに、特定復興再生拠点区域及び特定帰還居住区域の両区域外の残さ
れた土地や家屋等の扱いについても、市町村等の意向を十分に汲み取り、速やかに方針を示
すよう、国に求めていきます。 

 
○  中間貯蔵施設については、引き続き、国に対して安全・確実な除去土壌等の輸送や施設運

営の実施を求めるとともに、安全協定に基づく状況確認やモニタリング等により、国の取組
を確認していきます。  

 
○  中間貯蔵施設へ搬入された除去土壌等については、法律で定められた期限である 2045 年

３月までに県外への最終処分が国の責任において確実に実施されるよう、最終処分地の選定
等の具体的な方針・工程を速やかに明示し、県民や国民の目に見える形で、残された期間に
おける進捗管理をしっかりと行いながら、政府一丸となって取組を更に加速させるよう国に
求めるとともに、その進捗状況を継続的に確認していきます。 
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○  汚染廃棄物の適正処理に向けて、国・市町村及び関係機関と連携して取り組んでいきます。  
 また、災害廃棄物については、国の直轄地域における処理が安全かつ着実に進められるよ
う確認していきます。 

 
○  特定廃棄物埋立処分施設及びクリーンセンターふたばについては、引き続き、国に対して

安全・確実な搬入・埋立・管理の実施と地元への丁寧な説明を求めるとともに、安全協定に
基づく状況確認やモニタリング等により、国の取組をしっかりと確認していきます。 

 
○  特定廃棄物埋立処分施設の埋立期間終了後に新たに指定廃棄物が確認されることも想定さ

れることから、処分が滞り環境回復の支障となることがないよう、それらの処理方針を速や
かに決定するよう国に求めていきます。  
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２ 原子力発電所及び周辺地域の安全・安心確保 
   現 状 

東京電力福島第一・第二原子力発電所の廃炉作業が安全かつ着実に進められるよう監視を行うと
ともに、不測の事態に備えた原子力防災体制の充実・強化を進めていきます。 

 
 令和６年度の取組等 

ア 原子力発電所の廃炉に向けた取組の監視等 
○  県、関係市町村及び様々な分野の専門家で構成

する廃炉安全監視協議会や県民、各種団体及び学
識経験者で構成する廃炉安全確保県民会議等に
より、廃炉に向けた取組やトラブルへの対応状況
等を確認し、必要な対策を国及び東京電力に対し
て申し入れました。 

 
○  楢葉原子力災害対策センターに駐在職員を４名

配置し、現地確認やトラブル発生時の迅速な情報
収集を行うとともに、監視業務に関わる職員の専門性の向上を図るため、原子力や廃炉
技術に関する研修（原子力理論、プラント技術等）を実施しました。 

 
○  廃炉安全監視協議会や廃炉安全確保県民会議などの会議開催結果概要や、現地駐在職

員による廃炉監視の活動報告書等についてホームページで公表するとともに、広報誌
「廃炉を知る」を４回（６月・10 月・12 月・３月）発行し、県民への情報提供を行い
ました。 

 
○  東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた取組については、令和６（2024）年９

月に２号機における燃料デブリの試験的取り出しに着手し、同年 11 月に作業を完了し
ました。 

取り出した燃料デブリについては、日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）大洗原子力
工学研究所など、複数の分析施設に輸送され、詳細な分析が行われております。 

一方で、この取り出し作業では、押込みパイプの手順誤りやカメラの不具合などによ 
り、２度にわたり作業の中断が発生したため、作業再開にあたり、廃炉安全監視協議会
や現地駐在職員の現地確認を通じて、東京電力の再発防止対策などを確認しました。 

 
○  ＡＬＰＳ処理水の海洋放出については、令和５（2023）年８月の放出開始以降、放出

作業は計画どおり実施されており、海域モニタリングにおいても、トリチウム濃度が検
出下限値未満か、十分に低い値であることを確認しました。 
 

○  ＡＬＰＳ処理水の海洋放出は長期にわたる取組であるとともに、福島県だけではなく、
日本全体の問題であることから、知事から国（内閣総理大臣、経済産業大臣）に対し、
国が前面に立って、関係省庁がしっかりと連携し、行動計画に基づき政府一丸となって、
万全な対策を徹底的に講じ、最後まで全責任を全うするよう求めました。 

また、使用済燃料や燃料デブリを含む放射性廃棄物について、原子力政策を推進して
きた国の責任において、燃料デブリの保管方法や県外における放射性廃棄物の処分方法
の議論を進め、県外において適切に処分するよう要望を行いました。 

 
 
 

〈廃炉安全確保県民会議〉 

ー 8 ー



 

 
 

イ 原子力発電所における不測の事態への備えに 
関する取組等 
○  令和６（2024）年 11 月に田村市の住民を対象

とした住民避難訓練を実施するとともに、令和７
（2025）年１月に災害対策本部運営訓練を実施し
ました。 
 

○  南相馬市及び楢葉町に整備した原子力災害対策 
センターの維持管理を行うとともに、原子力防災    
業務に関わる職員に対し研修会を開催し、原子力 
防災に関する知識の普及及び原子力災害への対応 
能力向上を図りました。 

 
ウ 原子力発電所周辺の環境モニタリングの実施 

○  原子力発電所周辺環境放射能測定結果について、モニタリングポスト（39 地点）による
空間線量率をリアルタイムで公表しているほか、調査結果報告書を四半期毎にとりまとめ、
「福島県原子力発電所の廃炉に関する安全監視協議会（環境モニタリング評価部会）」に
おいて確認し、公表しています（令和５（2023）年度第４四半期分：令和６（2024）年７
月公表、令和６（2024）年度第１四半期分：令和６（2024）年 11 月公表、第２四半期分：
令和７（2025）年２月公表、第３四半期分：令和７（2025）年５月公表）。 

 
○  令和５年（2023）年８月から、ＡＬＰＳ処理水の海洋放出を受けて海水モニタリングを

強化しています。その結果、トリチウム濃度は海洋水放出前（令和４（2022）年４月〜令
和５（2023）年８月）の最大値を上回った地点がありましたが、事故前の測定値の範囲内
でした。 

           
 

海洋放出後 
（令和５年９月〜
令和７年３月） 

海洋放出前 
（令和４年４月〜 
令和５年８月） 

 
事故前 

福島第一原子力発電所周辺９測点に
お け る 海 水 中 の ト リ チ ウ ム 濃 度
（Bq/L） 

ND〜1.6  ND〜0.66 ND〜2.9 

「ND」：検出下限値未満 

 
○  今後、福島第一原子力発電所において燃料デブリの取り出しが行われるため、令和２

（2020）年度から発電所周辺の３地点で中性子線量率の測定、15 地点で土壌中のウラン
濃度の測定を開始し、環境モニタリングを強化しました。これまで、中性子線量率の異常
は確認されておりません。土壌中のウラン濃度は、天然ウランの放射能比と同程度でした。 

 
 
 
 

〈住民避難訓練において車両の放射線量を測定している様子〉 
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課題 
○ 福島第一・第二原子力発電所の廃炉は長期にわたることから、監視を継続し、必要な対策や

対応を国及び東京電力に求めていくことが重要です。 
 

今後の方向性 
○  廃炉に向けた取組が安全かつ着実に進められるよう、駐在職員や廃炉安全監視協議会、廃炉

安全確保県民会議などの取組により、引き続き監視を行うとともに、必要な対策や対応を国及
び東京電力に求めていきます。 
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